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金子委員からの提出資料（平成２４年１月１８日原子力委員会新大綱策定会議（第１１回）資料第５号）における事務局作成

資料等についての御質問部分への回答 

 

「（３）六ヶ所村の再処理工場のコストについて」に関して 

金子委員ご指摘事項 事実関係 

日本原燃の再処理料金前受金はバックエン

ド費用にカウントされているのか。 

 

 

日本原燃の再処理料金前受金についてはバックエンド費用にカウントして

います。 

バックエンド費用については、原子力委員会の原子力発電・核燃料サイク

ル技術等検討小委員会で検討しました。同小委員会（第 1 回）資料第２号の

１８頁において再処理等総事業費の状況を示しています。この中で、再処理

等総事業費として日本原燃が国に届けている金額の合計が約 12.2 兆円、その

うち、「六ヶ所再処理」の「操業」に係る費用が約 9.3 兆円となっております

が、建設等投資額として使われる再処理料金前受金はこれに含まれています

（別添１）。 

この再処理料金前受金は、電気事業者が日本原燃に支払う再処理料金の一

部を、再処理工場のアクティブ試験開始（H18.3）前に、電気事業者が日本原

燃に支払ったものです。本前受金は、アクティブ試験開始以降、電気事業者

が支払う再処理料金の一部に充当されます。 
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以下２つの試算の大きな違いはどういう理

由か。 

① 2003年11月11日の総合資源エネルギー調

査会電気事業分科会小委員会で、電気事業

連合会が出したバックエンド事業の総費

用 18.8 兆円 

② 2004年10月22日の原子力委員会の新計画

策定会議での試算における、全量再処理

42.9 兆円、直接処分 30～38.6 兆円 

 

 

２つの試算は以下のように前提が異なっています。 

左記①でご指摘の 2003年 11月 11日総合資源エネルギー調査会電気事業分

科会第４回コスト等検討小委員会資料１号は、六ヶ所村の再処理工場の操業

期間を約 40 年間とし、その間に再処理される使用済燃料を約 3.2 万トンと想

定しています。これに基づき、再処理事業、MOX 燃料加工事業、海外からの返

還高レベル放射性廃棄物の管理、放射性廃棄物処分事業等に要する費用を見

積もったものです。(別添２) 

一方、左記②でご指摘の 2004年 10月 22日原子力委員会新計画策定会議（第

１０回）資料第７号は、2002－2060 年度の 59 年間の発電に伴うサイクルコス

ト（事業費総額）を４つのシナリオ毎に見積もったものです（別添３）。これ

には六カ所村の再処理工場に加え第二再処理の操業費用やウラン調達費用が

含まれる等、前提条件が①とは異なっています。 

この二つの試算の前提の相違については、資料別添３に記載されています。 

大島堅一氏の「原子力政策大綱見直しの必要性

について－費用論からの問題提起－」（2010 年

9月 7日第４８回原子力委員会資料第1－1号）

は、高レベル放射性廃棄物の管理費用はガラス

固化体１体当たり 3,530 万 6 千円としている

が、実績値は 1億 2,300 万円である、としてい

る。 

大島氏の資料における「ガラス固化体1本当たり3,530万6千円」については、

地層処分の単価で、「最終処分業務に必要な金額を定める省令」に基づいて見

積もられた額と思われます。 

一方、同資料中の「実績（返還高レベル放射性廃棄物の管理費用単価は 1

億 2300 万円/本）」は、日本原燃における返還高レベル放射性廃棄物の管理費

用（これは海外から返還されたガラス固化体を地上施設において管理する費

用）を算定されたものと思われます。 

この二つの数字は異なる費用を比較したものと思われます。 
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仮に、バックエンド費用を 18.8 兆円と考え

たとしても、引当金不足が生じていると考えら

れる。 

 

2003 年 11 月 11 日総合資源エネルギー調査会電気事業分科会第４回コスト

等検討小委員会資料１号において電気事業連合会がとりまとめたバックエン

ド事業の総費用 18.8 兆円には、①六ヶ所再処理工場の操業費用（約 12.2 兆

円（平成 23 年度見積り））、②六ヶ所再処理工場から発生するガラス固化体及

び海外から返還されるガラス固化体等の地層処分に係る費用（約 2.7 兆円（平

成 23 年度見積り））及びこれら①②以外の費用として、③MOX 燃料加工費、

使用済燃料輸送費、中間貯蔵費等が含まれています（別添１）。 

 ①については再処理等積立金制度の、②については最終処分拠出金制度の

対象となっていますが、③についてはこれら制度の対象外とされており、各

電気事業者が費用として電気料金に計上することとなっています。 

 なお、上記①②の費用に関しては事業計画や物価上昇等を考慮し、毎年度

見直しを行っており、現時点で引当金が不足しているとは思われません。 

 

引当金は、使用済核燃料が発生するとともに

生ずる部分があるので、原発の稼働率が低下す

れば、自動的に（日本原燃の）収入が低下して

いく。つまり、原発稼働率が落ちれば、六ヶ所

村の再処理工場は経営的に成り立たなくなり、

引当金不足が発生する構造となっている。 

老朽原発や危険な原発を廃炉にしていけば、

日本原燃の収入が減少して引当金不足に陥り、

六ヶ所村の核燃料サイクル政策は成り立たな

くなる。 

再処理等積立金法に基づき、電気事業者は、毎年度の使用済燃料の発生量

に応じて、使用済燃料の再処理に必要な費用の積立てを行うことが義務付け

られているほか、会計上、同額を使用済燃料再処理等引当金として計上して

います。この制度は、将来生じる使用済燃料再処理等の費用を、核燃料が発

電を行っている期間に積立てるものであり、再処理を行う時点で日本原燃に

対し支払いを行うこととなっています。つまり、再処理料金は、電気事業者

が過去に引き当てた積立金から日本原燃に支払うことになります。ある年度

の使用済燃料再処理等引当金の額は当該年度の発電量に応じた額ですが、そ

れは当該年度に日本原燃へ支払う額（つまり日本原燃の当該年度の収入）と

は一致するものではありません。（別添４） 
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 したがって、原子力発電所の稼働率が低下して使用済燃料の発生量が減少

し、当該年度の使用済燃料再処理等引当金の額が減少したとしても、再処理

予定数量である約３．２万トンに相当する使用済燃料再処理等引当金が積立

てられれば、引当金不足にはなりません。 

MOX 燃料加工費 3.7 兆円が掛かるが、電気料

金に含まれていない。 

 

 

 

MOX 燃料加工費は、2004 年 8 月 30 日の電気事業分科会中間報告において、

「フロントエンドと考えられることから燃料加工費として整理することが妥

当」とされました（別添５）。これを受け、現行の再処理積立金や最終処分拠

出金の制度からは対象外とされ、原子力発電所に MOX 燃料を装荷した後、燃

焼に応じて燃料費として電気料金に計上されています。 

なお、MOX 燃料加工コストについて、原子力委員会の原子力発電・核燃料サ

イクル技術等検討小委員会は、割引率 3%の場合で 0.07～0.15 円/kWh 程度と

試算しており、その結果は昨年 11 月 30 日の策定会議に資料１－１号として

報告しています（別添６）。 

以上 
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表１ モデルプラントの核燃料サイクルコスト

各サイクルモデルのコスト（１）－割引率0%，1%－

註）各項目ごとの四捨五入の関係で合計があわない場合がある。 （送電端）

(円/kWh)

項目
割引率0% 割引率1%

再処理
モデル

直接処分
モデル

現状
モデル

再処理
モデル

直接処分
モデル

現状
モデル

ウラン燃料 0.62 0.72 0.62 0.65 0.75 0.68 

MOX燃料 0.17 - 0.17 0.16 - 0.12 

（フロントエンド計） 0.79 0.72 0.79 0.82 0.75 0.80 

再処理等 1.10 - 1.10 1.06 - 0.79 

中間貯蔵 - 0.14 0.07 - 0.12 0.06 

高レベル廃棄物処分 0.24 - 0.24 0.16 - 0.12 

直接処分 - 0.41～0.48 - - 0.24～0.28 -

（バックエンド計） 1.34 0.56～0.63 1.41 1.21 0.37～0.41 0.98 

計 2.14 1.28～1.35 2.21 2.03 1.11～1.15 1.78 

（別添５）
第9回策定会議資料第1-1号抜粋

表２ モデルプラントの核燃料サイクルコスト

各サイクルモデルのコスト（２）－割引率3%，5%－

註）各項目ごとの四捨五入の関係で合計があわない場合がある。 （送電端）

(円/kWh)

項目
割引率3% 割引率5%

再処理
モデル

直接処分
モデル

現状
モデル

再処理
モデル

直接処分
モデル

現状
モデル

ウラン燃料 0.73 0.81 0.77 0.81 0.88 0.86 

MOX燃料 0.15 - 0.07 0.14 - 0.04 

（フロントエンド計） 0.88 0.81 0.84 0.94 0.88 0.90 

再処理等 1.03 - 0.46 1.04 - 0.30 

中間貯蔵 - 0.09 0.05 - 0.07 0.04 

高レベル廃棄物処分 0.08 - 0.04 0.05 - 0.01 

直接処分 - 0.10～0.11 - - 0.05～0.05 -

（バックエンド計） 1.11 0.19～0.21 0.55 1.08 0.12～0.12 0.36 

計 1.98 1.00～1.02 1.39 2.03 1.00～1.01 1.26 
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